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「内部統制システム基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

当社は、平成27年５月14日開催の取締役会において、「内部統制システム基本方針」の一部改定を下記 

のとおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、改定箇所につきましては下線で示しております。 

 

記 

 

当社は、適正な業務執行のための体制を整備し、運用していくことが重要な経営の責務であると認識し、

以下の内部統制システムを構築しております。 
 
１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
 当社は、小規模組織で個々の役職員まで把握できる状況にあり、代表取締役自らが企業理念の精神を役

職員に伝えることにより、法令及び定款に遵守した行動がとられる経営体制の確立に努めております。ま

た、風通しの良い社風の維持に心がけ、社内におけるコンプライアンス違反行為が行われ、もしくは行わ

れようとしていることに気がついた時は、迅速に報告・連絡が行われる仕組みを構築しております。加え

て、その徹底を図るため、総務部においてコンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同

部を中心に研修等を通じて役職員教育を行います。内部監査部門は、総務部と連携の上、コンプライアン

スの状況を監査いたします。また、公益通報者保護規程を設け、通報者に対しては、不利益な取扱いがな

されないことを確保し、法令上疑義のある行為等については、社外の弁護士と適時協議して指導を受ける

こととしております。 
 
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 当社は、取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理について、「文書管理規程」「取締役会規則」及び

「稟議規程」に従い、取締役会議事録や稟議書類を適切に保存・管理しております。 
上記文書については、取締役又は監査役から閲覧の要請があった場合には、「文書取扱規程」に基づき、

これらの文書等を常時閲覧できるものとしております。 
 
３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 コンプライアンス、環境、災害、事業運営等のリスク、情報セキュリティ及び個人情報の管理等につい

ては、各々の担当部署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行う

ものとし、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は総務部が行うものとしております。新たに生じ

たリスクについては取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定めることとしております。 
 



 
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 当社は、原則として毎月１回以上の取締役会を開催し、経営戦略・事業計画等の重要事項の決定並びに

取締役の業務執行状況の監査等を行っております。加えて、取締役会における迅速かつ的確な意思決定に

寄与することを目的とした営業統括会議を必要に応じて開催しております。業務運営については、経営計

画及び年度予算を立案して目標を設定するとともに、各々担当部署において、その目標達成に向けて効率

的な達成の方法を定め、各部門の具体策を立案・実行しております。また、ＩＴを活用して取締役会が定

期的に進捗状況をレビューして改善を促すことを行っております。 
 
５．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 
 監査役が必要と認めた場合は、その必要に応じて、当社の使用人に監査業務に必要な事項を命令するこ

とができるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人はその命令に関して、取締役の指

揮命令を受けないものとしております。 
 
６．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確

保に関する事項 
 監査役の職務を補助する使用人の業務執行に係る人事評価、異動、選任については、監査役会の同意を

必要としています。 
また、監査役より必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して、直接監査役の指揮命令に従います。 

 
７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 
 取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査

の実施状況、コンプライアンス・ホットラインによる通報状況及びその内容を速やかに報告する体制を整

備しております。報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役と監査役との協議

により決定する方法をとっております。 
 監査役は、取締役、会計監査人、内部監査部門と定期的に意見交換を行います。また、業務遂行の状況

及び会計監査の状況や内部監査の状況等、内部統制に関する活動状況の報告を受けます。 
 
８．前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制 

 監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として、不当な取扱いを受けないことを確保するた

めの体制として、公益通報者保護規程等、社内規程を設けております。 
 
９．監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 
 監査役が職務を遂行する上で発生する費用（弁護士や外部専門家等任用する場合の費用を含む）の前払

いまたは償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要ないと認められた場合を除き、速や

かに当該費用または債務を処理するものとします。 
 
10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
 監査役会は常勤監査役１名および社外監査役２名で構成され、監査役が取締役会ほか重要な会議に常時

出席し、取締役の職務執行に対して監査を行い、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧

して、必要に応じて取締役にその説明を求めることとしております。なお、監査役は、当社の会計監査人

から会計監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図っております。 
 
11．財務報告の適正性を確保するための体制 

 適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるため、経理業務に関する規程、服務規程、お

よび業務マニュアル等の整備に取組み、財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性の向上を図っており

ます。 



内部監査部門は、業務の遂行状況、内部牽制、日常的なモニタリング等の監査を実施して内部統制の有

効性の評価を行ない、是正が必要な場合は改善の提言を行なう等、財務報告の適正性の確保に努めており

ます。 

 

12．反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方およびその体制 

（基本的な考え方） 
当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して、毅然とした態度で対応することが必

要であると考えております。 
（体制） 
 当社は、「コンプライアンス規程」を定め、全従業員への周知を図り、法令順守、社会の秩序や安全に脅

威を与える反社会的勢力との絶縁、不当要求排除の徹底を図っています。 
また、対応統括部署として総務部が全社への指導、情報の収集などを行い、必要に応じて警察、弁護士

など社外の専門機関と連携して対応する体制としています。 
 

以 上 


